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今回の創発ｅｙｅｓでは、Ｇ２０（金融・世界経済に関する首脳会合）の熱気さめやらぬ大阪より、
２０２５年大阪万博に向けたＳＤＧｓの取り組みに関する情報発信のあり方に関するコラムをお届けします。
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ご挨拶

　創発メールマガジンの読者の皆様、私事ではございますが、本年６月末日を持
ちまして、日本総合研究所を退職いたしました。皆様には、長い間、私のレポー
トをご愛顧いただきまして、誠にありがとうございました。深く感謝いたしま
す。

　激動の平成から令和という新しい時代に入り、日本経済をはじめグローバルな
経済はどこへ向かうのか、世界は不確実性と不透明性に満ち溢れています。

　とりわけ米中間の対立は、解決の糸口すら見いだせず、泥沼化、長期化してい
くことは必至の情勢です。Ｂｒｅｘｉｔ問題もメイ首相の辞任を経て、いよいよ
政局の混迷が深まっています。中国経済も、米中戦争が一時休戦とはなったもの
の、本質的問題は何ら解決されておらず、これまでの関税賦課の影響がじわじわ
と世界経済を蝕み続けています。さらに、米国とイランの関係悪化は中東での戦
争勃発の危険性を高めています。

　こうした厳しい対外環境の中で、日本経済はかろうじて景気回復を維持してい
ますが、グローバルリスクが顕在化し、世界経済の減速が一段と深刻なものにな
れば、日本も景気後退は免れません。現在の世界経済が後退の瀬戸際で踏みとど
まっているように見えるのは、ひとえに米国の金融緩和への転換と中国政府の追
加的景気対策への期待です。

　日本は、こうしたグローバルリスクだけでなく、少子化、高齢化の進展、人口
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減少に伴う、経済成長力の低下や財政悪化、社会保障の先行きに対する不安など
構造的な課題に立ち向かわなければなりません。しかし、現在の安倍政権は、成
長力強化のみを最重要視し、財政・金融の大盤振る舞いを続けており、財政健全
化や社会保障財源の確保という大きな痛みを伴う改革から目をそらしているよう
に見えます。７月２１日に参議院選挙が実施されますが、与党側の本質的な問題
そらしと野党側の政権を担えるだけの実力不足が長年続く状況では、何度選挙を
行っても、この国が良い方向に向かうとは到底確信できません。この国の未来を
明るい方向に変えることができるのは、政治家でもマスコミでもエコノミストで
もありません。民間企業や国民一人一人のたゆまぬ熱意と努力が求められます。

　私自身、こうした問題意識から、様々なレポートを執筆して参りましたが、今
後は、一個人としてエコノミスト活動を続けていく所存です。引き続き皆様のご
支援とご鞭撻を賜りますれば、誠にありがたく存じます。長い間、本当にありが
とうございました。

　　　　　　　　

創発戦略センター
スペシャリスト

渡辺　珠子

万博に向けてＳＤＧｓの達成貢献をどう発信するか

　２０２５年に大阪で国際博覧会（万博）が開催される。この大阪・関西万博
は、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０を鍵とした持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）達成への
貢献を柱にすえたことが国際的に高く評価され、誘致につながったという。この
事実は、２０２５年に向けて、ＳＤＧｓ達成に向けた取り組みを強力に推進する
ことはもちろん、どれだけ貢献しているのかを世界に向けて発信していくこと
が、日本企業や政府に求められることを意味する。

　さて、大阪・関西万博のテーマが「いのち輝く未来社会のデザイン」であるこ
とはよく知られているが、３つのフォーカスエリアと各エリアでの注力すべき取
り組みが更に構想されていることはご存じだろうか。１つ目は「Ｓａｖｉｎｇ　
Ｌｉｖｅｓ　（救う）」で、感染症対策や健康寿命の延伸に向けた取り組み、２
つ目は「Ｅｍｐｏｗｅｒｉｎｇ　Ｌｉｖｅｓ（力を与える）」で、ＡＩやロボッ
トを活用した教育や仕事の効率化・高度化に向けた取り組み、そして３つ目が
「Ｃｏｎｎｅｃｔｉｎｇ　Ｌｉｖｅｓ（つなぐ）」で、異文化理解の促進やコ
ミュニティ形成・強化、イノベーション創出に向けた取り組みである。やや辛口
とはなるが、これら注力すべき取り組みに目新しいものは一つもない。ただ、目
新しさはないものの、これらは日本がこれから「稼ぐ力」を維持するために必要
な社会・経済インフラを形成する要素であり、足下で特に注力すべき内容である
ことは間違いないだろう。企業がＳＤＧｓ達成に向けた新たな取り組みを行う場
合は、まずはこれら３つのフォーカスエリアで自社ができることを考えてみるの
も一案である。

　では、これら３つのフォーカスエリアに紐づくＳＤＧｓの目標達成にどれくら
い貢献したのかをどう開示していくべきか。二酸化炭素排出量や節電量、再生エ
ネルギー利用率や節水量など環境関連の取り組みについては数値化しやすく、取
り組んだ結果を示しやすい。反対に、仕事の高度化や異文化理解の促進、イノ
ベーション創出などは、どのように評価すれば「ＳＤＧｓに達成貢献しているこ
とが分かる」のか。ＳＤＧｓにはターゲット別に評価指標（ＫＰＩ）が設けられ
ているが、企業や自治体単位で容易に活用できるものばかりだとは言えない。国
や地域の事情を踏まえたＫＰＩを設定する方が良い場合もある。しかし、これも
よくよく議論が必要である。

　例えば、異文化理解のために、海外の方を招いて文化交流事業を行い、その参
加者数と参加者アンケートで達成貢献度を示すことができるだろうか。そもそも
異文化理解はイベント単発で成し遂げられるものではないので、参加者数だけで
貢献度を示すのはいかがなものか、という意見も当然あるだろう。イノベーショ
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ン創出に至っては、何がイノベーションなのかと言う認識が統一されていない中
で、達成度を示そうとするのは至難の業である。ＳＤＧｓは法制度ではないので
強制力があるわけではない。従って達成貢献度の評価は各企業や自治体の意思に
委ねられる。しかし、万博開催年に、日本全体として、もしくは各自治体、各業
界として達成貢献を明示しようとするならば、共通の評価指標や評価方法を確立
しておくことは急務であろう。

　２０１９年６月２５日、国連貿易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）は、年次貿易開発
理事会においてＳＤＧｓの７つの目標についてのレビュー結果である「ＳＤＧ　
Ｐｕｌｓｅ」を報告した。ここで注目したいのは、「国連は定量的に進捗状況を
評価することを重視する」としたことである。国全体として取り組みを発表する
上で、数値化する意義は大きい。３つのフォーカスエリアにおけるＳＤＧｓ達成
貢献を数値化することまで、踏み込んだ議論が展開されるのか。今後も注目して
いきたい。

■最新の書籍
ＳＤＧｓ入門
村上 芽／渡辺 珠子
日本経済新聞出版社　２０１９年６月１４日発行
　「持続可能な開発目標（Sustainable Development  
Goals：ＳＤＧｓ)」に注目し、関心を持つ企業や経営者
が増えています。本書では、なぜ、世界がＳＤＧｓを必
要としているのか、サステナビリティとは何か、ＳＤＧ
ｓとビジネスはどう結び付いているのかを読み解いてい
きます。そして、ＳＤＧｓに取り組む上で、企業や自治
体が感じやすい様々な疑問や悩みに対するヒントを提示
し、ＳＤＧｓにビジネスで貢献したいときに役に立つ考
え方や、テーマ別の事例を取り上げています。

創発戦略センター
シニアマネジャー

北京諮詢分公司
総経理

王　テイ

中国はごみ分別義務化の時代へ

　中国の大都市で、ごみ分別の条例が相次いで公布されました。
　上海市は、全国に先駆けて、ごみ分別に関する条例を作りました。７月１日よ
り「上海市生活ごみ管理条例」が施行される予定です。資源ごみ、有害ごみ、生
ごみ、その他ごみの４種類を規定し、分別せずに捨てた場合、個人では最大２０
０元（約３，２００円）、組織団体では最大５万元（約８０万円）の罰金が課せ
られることになっています。
　北京市全人代常務委員会は５月に、２０１２年から施行されている「北京市生
活ごみ管理条例」を修正すると発表しました。学校、病院などの公共機関、商業
施設や観光地、ホテルなどの商業施設において、強制力あるごみ分別の実施を明
確化する予定です。ただ、対象は一般住民にまでは広がっていません。
　深セン市においては、「深セン経済特区生活ごみ分別排出規定（草案）」に対
するパブコメを終了したといわれています。この内容では、分別せずに投棄した
場合、罰金が最高で５００～１，０００元（約９，０００～１６，０００円）課
され、現在の１０倍になるといいます。
中国では、２０００年から生活ごみ分別のモデル事業を実施していましたが、あ
まり効果はあがりませんでした。その原因は（１）住民の認知度の低さ（北京市
を例にとってみると、２０１２年にごみ分別の条例が施行されたが、分別を意識
する住民は２割弱だとの調査結果が得られている）、（２）収集、輸送、処理の
プロセスの杜撰さ（たとえ家庭で分別しても、収集、輸送、処理の過程で、再び
混合されてしまう）だといわれています。
　そうしたなか、習近平国家主席が、今年６月に改めて、ごみ分別についての重
要な指示を発出し、ごみ分別の習慣を培うべきことを強調したのでした。
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　近年、ごみ処理は、中国では大きな社会問題になっています。
　北京市では、毎日２．６万トン近くの生活ごみが排出されており、市内合計２
９箇所のごみ処理施設が常にフル稼働状態です。上海市では、わずか１２日間で
排出された生活ごみの体積が上海タワーの容積に相当するといいます。また、西
安市では、人口２，０００人近くの村で毎日排出されている生活ごみの量が、な
んと２，０００キロ前後に達しているといわれています。生活ごみを何とか処理
しなければ、人々がごみのなかで生活しなければならなくとさえいわれます。
　中国のごみ排出量は、実際、年々増加しています。生態環境部が公表した「２
０１８年全国大中都市固体廃棄物汚染環境防止年報」によると、２０１７年に全
国の２０２の大、中都市で排出されたごみの量は２０，１９４万トンです（２０
１６年公表の数字は２４６都市で１８，５４６万トンでした）。生活ごみ排出量
がもっとも多いのは北京市で、上海、広州、深センと成都がその後に続きます。
　別の統計においても、中国都市のごみ量は一人当たり０．９～１．２キロ／日
となっており、年間３～５％増えているそうです。
　２０１６年全国大中都市固体廃棄物汚染環境防止年報で、中国のごみ処理手段
をみると、埋め立て、焼却、たい肥のそれぞれの比率が、６６％、３１％、３％
であると報告されています。１０年前と比べ、焼却率が高くなりつつあります
が、依然として埋め立ての比率が多いが特徴です。都市化が進むにつれ、中国の
都市部には埋め立てに利用できる土地がどんどん少なくなっており、資源化、焼
却、たい肥化が今後大きな方向性となります。第１３次五カ年都市ごみ無害化処
理施設建設計画によると、２０２０年までに、焼却率を５０％にすることが、と
りわけ東部沿海地域では６０％超とすることが謳われています。

　ごみ分別を促進するために、２０１９年５月以降、中国は「無廃都市」（廃棄
物のゼロエミッション）モデル事業をスタートしました。深セン市、包頭市、銅
りょう市、威海市、重慶市、紹興市、三亜市、許昌市、徐州市、盤錦市、西寧市
に加え、雄安新区、北京経済開発区、天津生態城、福建省光澤県、江西省瑞金市
が対象となっています。
　また、住宅都市建設部は「全国地級市（※）以上の都市における生活ごみ分別
工作に関する通達」を公表しています。通達においては、２０２０年末までに重
点の４６都市においてごみ分別処理システムを構築、地級市おいて公共機関の生
活ごみ分別を完全に実施するとしています。さらに、２０２５年までには全国地
級市以上の都市で、ごみ分別処理システムを構築すると定めました。
　政府の大号令のもとで、今後、生活ごみの分別がこれまで以上のスピードで進
むでしょう。一方、生活のなかでの悩みもあります。先日、上海で一般市民を対
象に実施した分別ルールに関する街頭調査がありました。蟹の殻や椰子の殻、食
べた向日葵の殻がそれぞれ「生ごみ」に分類すべきか、「その他ごみ」に分類す
べきかとの質問に対して、市民の回答はまちまちだったことがわかりました。蟹
の殻や椰子の殻が「その他ごみ」、食べた向日葵の殻は「生ごみ」というのが正
解だそうです。ごみ分別を義務にすることは重要ですが、同時に分別ルール作成
と周知の工夫も必要でしょう。

（※）地級市（ちきゅうし）は、中華人民共和国の地方行政単位の一つである。
　地区、自治州、盟を指して、省と県の間の行政単位で、省や自治区に管轄され
る。


創発戦略センター
コンサルタント

高齢者の生活ニーズ充実のカギは孫世代の巻き込み

　日本総合研究所では、平成３０年度厚生労働省老人保健健康増進等事業（※）
として、ケアマネジャー、要介護高齢者の家族（子世代、孫世代）に対して、保
険外サービスの捉え方に関する調査を行いました。今回はその結果から、「世代
による保険外サービスの捉え方の違い」をお伝えしたいと思います。
※「地域包括ケアシステムの構築に向けた公的介護保険外サービスの活用に関す
る調査研究事業」
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辻本　まりえ

 

　この調査では、ケアマネジャーと要介護高齢者の家族に対して、回答者が関わ
る要介護高齢者１名を思い浮かべてもらった上で、各設問に回答してもらいまし
た。具体的には、要介護高齢者本人向けの支援内容（４２項目）、要介護高齢者
の家族向けの支援内容（１４項目）を提示し、高齢者本人ならびに家族にとって
（ア）その支援が必要かどうか、（イ）その支援を利用してもらいたい（した
い）と思うかどうかを尋ねました。
　この調査のポイントは、要介護高齢者の家族を要介護高齢者の「子」世代と
「孫」世代に分けて、結果の分析を行っている点です。

　要介護高齢者の子世代と孫世代の回答結果を比較すると、総じて孫世代の方が
子世代よりも、保険外サービスに対する利用意向が大きい傾向が見られました。
例えば、「（掃除や洗濯などの家事によって）不快がない状態・環境を作ること
ができる」というニーズの実現のために保険外サービスを利用したいかどうかを
尋ねると、「とてもそう思う」と回答した割合は、子世代は３２．２％であるの
に対して、孫世代は４４．１％と子世代を上回ります。また、「日常的な金銭管
理ができる」というニーズの実現についても、「とてもそう思う」と回答した割
合は、子世代が２３．７％、孫世代が３２．４％と、保険外サービスを利用する
ことによってそれらのニーズを実現した方が良いと回答した割合は孫世代の方が
高い傾向にあります。
　一方で、子世代と孫世代の要介護高齢者との関わり方を比べると、日常的に要
介護高齢者と関わっている人の割合は、子世代は４３．６％、孫世代は２４．
５％と、子世代の方が日常的な関わりが多い傾向にあります。
　これらの結果から、孫世代の方が子世代に比べて保険外サービスの利用意向が
強いのは、介護への関わりが子世代よりも小さいからだということも言えます。
一方で、客観的に状況を見ることができるため、高齢者の生活にとって必要な
サービスや支援を判断できるとも考えられます。

　実際に高齢者と話をしてみると、「庭の手入れをしたい」「ペットフードの大
袋が持ち上げられない」や「衣替えをしたい」「今の配置が不便なので家具を移
動したい」などといった、介護保険ではカバーされないが日常の生活を快適ある
いは豊かにするための支援を必要としている声が聞こえてきます。あるいは、孫
の結婚式や同窓会への参加など、人生の節目のイベントに参加するにあたって手
助けがほしいという声もよく耳にします。
　こうした多様な高齢者のニーズを実現していくためには、日常的に高齢者に関
わっている家族だけではなく、日常的には関わっていない孫世代への情報提供も
必要となるでしょう。特に、ＩＴツールなどに慣れ親しんでいる若い世代も巻き
込んでいくことで、ビデオ通話による遠隔参加での結婚式参列や、季節に応じて
アプリを用いて預けている自分の洋服を取り出す衣替えサービスなどのように、
既存のサービスを高齢者のニーズ実現に役立てていくことができるのではないで
しょうか。

この連載のバックナンバーはこちらよりご覧いただけます。

　　　このメールは創発戦略センターメールマガジンにご登録いただいた方、シンポジウム・セミナーなどにご参加
　　　いただきました方、また研究員と名刺交換した方に配信させていただいております。
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